
筑波大学・医学医療系・助教

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１２１０２

若手研究(B)

2018～2016

労働力の維持と安心できる介護の両立を目指して―家族介護者における就労の背景要因

Background factors of working in family caregivers - For both of maintenance of 
the labor force and family care

７０７０９６８３研究者番号：

石川　智子（伊藤智子）（Ishikawa, Tomoko）

研究期間：

１６Ｋ２１３１４

年 月 日現在  元   ６ １７

円     2,100,000

研究成果の概要（和文）：本研究は、家族介護者における就労実態の記述を行い、また、「介護と仕事を両立し
ている者がなぜ両立できているのか」という観点から国民生活基礎調査を用いて分析した。多変量モデルの結果
から、主家族介護者の性別（女性が就労無しの傾向）、要介護者の要介護度区分、主家族介護者が世帯主である
こと（世帯主が就労有りの傾向）、が有意な関連をみせ、要介護者の要介護度および家族構成が主家族介護者の
就労の有無に関連していることが示唆された。

研究成果の概要（英文）：The aim of present study was to describe and analyze the working conditions 
of family caregivers using the nationally representative cross-sectional household survey from the 
perspective of "Why people are compatible in care and work". From the results of multivariate model,
 gender of primary family caregivers (the tendency of women not to work), severity of 
care-recipients, that primary family caregivers are head of household (the tendencies of household 
heads have work). There was a significant association, suggesting that the need for care of the care
 recipient and family structure were related to the employment of the primary family caregiver.

研究分野：高齢者介護

キーワード： 高齢者介護　家族介護者　就労　介護保険
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、これまでの介護による就労の有無や形態への影響についての先行研究の中で多変量モデルにおいて要
介護者の要介護度区分、要介護状態となった原因疾患や介護サービス利用等の、介護保険制度の議論に有用な変
数が用いられていないことに対し、全国規模のデータを用いて分析した。またその結果は、主家族介護者であり
ながら就労できる者は家族構成に特徴がある可能性があり、介護者アセスメントの必要性が高まっている中で、
家族介護者の就労支援をする対人的サービスの中で活かしていくことが期待される。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
【要介護者の増加】 
 介護保険制度下、その要介護認定者は年々増加し、平成 25年度には 584 万人とされている。
これは制度が発足した平成12年度256万人から、2倍以上の増加である。認定者の増加に伴い、
介護保険の給付額は平成 25 年度で 8兆 5,121 億円と制度発足から 2.6 倍となっている。 
 介護保険制度では主に居宅サービスと施設サービスが提供されている。施設サービス利用者
は平成 12年度 60万人から平成 25年度 89万人と約 1.5 倍の伸び率であるのに対し、居宅サー
ビス利用者は平成 12年度 124 万人から平成 25 年度 358 万人と、実に約 2.9 倍の増加を見せて
いる（平成 25年度介護保険事業状況報告年報、厚生労働省）。 
 
【介護を担う就労者】 
 こうした中、居宅における家族の介護負担は長年指摘されており、介護者支援の充実が求め
られている。特に近年では労働人口の減少が危惧される中で、若い世代が仕事と介護を両立さ
せる、もしくは、仕事を断念して介護に専念するという事態が社会問題視されている。これに
対し、介護休業制度により介護休暇が認められ、一定の普及をみせた。その成果か、平成 19
年までの 5年間での介護・看護による離職者は 56.8 万人であったのに対し、平成 24 年までの
5年間では 48.7 万人と微減している（平成 24 年就業構造基本調査、総務省）。しかし、そもそ
もの我が国の労働力人口が増加しておらず、64 歳未満に限ればこの 10 年で 1,000 万人以上減
少していることを踏まえれば、介護を理由とした離職に歯止めがかかっているとは言い難い。 
 
【介護による就労への影響】 
 国民生活基礎調査の世帯票により世帯内要介護者の介護を主に担当している者の就労の有無
が調査されている。しかし、育児を行う母親の就労に関してはクロス集計による結果が示され
ているが、介護に関してはそうした結果は一般公開されていない（平成 25 年国民生活基礎調査、
厚生労働省）。まずはこうした家族介護者における就労実態の記述が必要である。 
 一方、介護による就労の有無や形態への影響はこれまでにも全国的な調査を用いた研究で明
らかにされている（岩本 2000、山口 2004、小山 2012）。岩本（2000）は非就業者は就業者に比
較して 1.7～3.0 倍介護者となりやすいことを指摘しており、介護によって平成 10 年のデータ
で 4.5%ポイントの就労減少をもたらすと述べている。また、介護が長期化することは離職の要
因であったり（直井ら 1995）、常勤から非常勤への就労形態の変化を引き起こすとされている
（前田 2000）。さらに小山（2012）は、介護時の離職を従属変数としたロジスティック回帰分
析を行っており、家族介護者が自営業であること、要介護者が実親であることが有意な関連を
示していた。しかし、小山も論文中で述べているとおり、この多変量モデルにおいて要介護者
の要介護度区分、要介護状態となった原因疾患や介護サービス利用等の、介護保険制度の議論
に有用な変数が用いられていないことが研究の限界である。 
 
 このように先行研究では介護が就労に及ぼす影響について議論されている。しかし、「介護と
仕事を両立している者がなぜ両立できているのか」という観点から分析された研究はみられて
いない。介護保険制度発足から 15年経ち、育児・介護休業法の改正から 10 年経った今、就労
者における介護の実態を非就労者の其と比較することで、労働力の維持と安心できる介護の両
立を目指す国策を検討することが重要と考えられる。 
 また就労する家族介護者への支援として海外では、ドイツの家族介護者への現金給付、アメ
リカの全国家族介護者支援プログラム等、要介護者だけではなく家族介護者に焦点を当てた政
策が図られている。そうした中、何が家族介護者に必要な支援なのか、という介護者アセスメ
ントの必要性が高まっている。要介護者に合った介護が提供されているかというアセスメント
だけでなく、家族介護者の健康状態や生活環境についてもアセスメントすることで、できるだ
け早く支援ニーズを発見することを目指すものである。介護サービスへのアクセスが弱く過度
な介護負担を担い就労を諦める者に対し、介護者アセスメントは家族介護者自身が自分のニー
ズを認識し、必要なサービスを利用しようとする動機づけにもなるとされている（Feinberg et 
al.2006）。こうした介護者アセスメントについて「家族介護者の就労支援をする上で何が課題
であるのか」という基礎資料を本研究により準備し、対人的サービスの中で活かしていくこと
が今後の介護者支援として必要であると考えられる。 
 
２．研究の目的 
 そこで本研究では、家族介護者が就労できる背景要因もしくは就労できない背景要因を、国
民生活基礎調査データを用いて明らかにする。まずは、要介護者を有する世帯における家族介
護者の就労実態を統計的に記述する。次に就労に関連する要因について、家族介護者および要
介護者の状況を説明変数とした多変量解析によって明らかにすることを目的とした。 
1．家族介護者の基本属性 
2．家族介護者の続柄・家族構成 
3．要介護者の特徴（基本属性、要介護度区分等） 
4．介護サービス利用、自己負担額 
5．地域の特徴 



 
３．研究の方法 
 平成 25年国民生活基礎調査の世帯票、健康票、及び介護票を用いた。世帯票と健康票のリン
ケージには、県番号、地区番号、単位区番号、世帯番号、世帯員番号を用いた。一方、提供を
受けた介護票のデータには、世帯員番号が付与されていなかったため、世帯票（健康票）と介
護票とのリンケージには県番号、地区番号、単位区番号、世帯番号に加えて対象の性別および
出生年月を用いた（そのため、同世帯内で同じ性別・出生年月の要介護者を含む場合は、その
対象を除外した。 
 対象は要介護者（介護票回答者）の同居している主介護者（以下、主家族介護者）とした。
対象の特定には、要介護者の世帯票にある「主な介護者の状況」（以下、主家族介護者）として
回答された「世帯員番号」を用いた。この主家族介護者において、同世帯内の要介護者 1人以
上を介護している者もおり、今回は対象の均質化を図るため、介護対象の要介護者が 1人のみ
の者に絞った。 
 就労できる、あるいは就労できない背景要因を探索するため、主家族介護者の中で、就労し
ている群と介護のため就労できていない群とに分け、関係するとみられる因子について、単数
解析（カイ二乗検定、Wilcoxon の順位和検定、T検定）を行い、また最終的に多変量解析（ロ
ジスティック回帰分析）を行った。 
 
４．研究成果 
【対象の選出】 
 介護票回答者 6,342 人から、世帯票（健康票）とリンケージできなかった 1 組（2 人）を除
外した6,340人において、主介護者として世帯員番号が記載されていたのは4,069人であった。
この主家族介護者 4,069 人において、同世帯内の要介護者 1人以上を介護している者もおり、
今回は対象の均質化を図るため、介護対象の要介護者が 1人のみの者に絞った。その結果、対
象は同世帯内の 1人のみの要介護者に対する主介護者 3,827 人となった。 
 
【就労状況】 
 仕事の有無として「主に仕事をしている」1,078 人（28.2％）、「主に家事で仕事あり」341
人（8.9％）、「主に通学で仕事あり」2 人（0.1％）、「家事・通学以外のことが主で仕事あり」
45 人（1.2％）、「通学」3人（0.1％）、「家事」1,525 人（39.8％）、「その他」777 人（20.3％）、
「不詳」56 人（1.5％）であり（回答肢順）、「通学」、「家事」と回答した者を、全く仕事をし
ていない者として扱った（「その他」、「不詳」は特定できないため除外した）。 
「通学」、「家事」と回答した者のうち、仕事につけない理由として「介護・看護のため」と回
答した者は「家事」をしている者のみで 191 人みられた（「通学」している者にはいなかった）。 
 
【サブグループ間の比較】 
 「家事」・「介護看護のため仕事につけない」（不就労：ケース群）191 人 対 「主に仕事を
している」（就労：コントロール群）1,078 人の 2群に分け、就労できる背景要因もしくは就労
できない背景要因を探索した。 
 性別は、女性がケース群 162 人（84.8%）、コントロール群 609 人（56.5%）であり、有意差が
みられた（P<.0001）。年齢は平均±標準偏差が、ケース群 57.6±9.7、コントロール群 58.1±
9.6 であり、有意差はみられなかった。要介護者における調査時の要介護度区分における 2 群
間の差は、Wilcoxon 順位和検定において有意差がみられ（P<.0001）、ケース群の方で、要介護
度が重度である傾向がみられた。要介護者と主介護者との性別の組み合わせは、ケース群では
要介護者：男性－主介護者：女性の組み合わせが 30.3％（P=0.0068）とコントロール群 15.6％
（P<.0001）よりも多かった。 
 次に、主家族介護者の性別、年齢（65歳以上、65歳未満）、要介護者の性別、年齢（85歳以
上、85歳未満）を投入したロジスティック回帰分析を行った。イベントは就労の有無（「家事」・
「介護看護のため仕事につけない」（ケース群）対「主に仕事をしている」（コントロール群））
とした。その結果、主家族介護者が女性であることと 65 歳以上であることは、就労無しに関連
がみられた。これらの主家族介護者、要介護者の基本属性（性別、年齢 2区分）が投入された
ロジスティック回帰モデルに、関連が示唆される項目を一つずつ投入していった。 
 主家族介護者の教育歴（高卒以下と大学・専門・短大・高専以上）は有意に関連していなか
った。 
 世帯構造について、主家族介護者の配偶者の有無、世帯人数（2 人（373 人（29.4%））、3 人
以上（896 人（70.6%））の 2区分）、主家族介護者以外の介護者の人数は有意な関連がみられな
かった。要介護者からみた主家族介護者の続柄が配偶者である場合、就労有りの傾向がみられ、
また、主家族介護者が世帯主であることは就労有りに関連していた。 
 要介護度は重度であればあるほど、主家族介護者は就労しにくい傾向がみられた（就労無し
に対して正の関連）。要介護状態となった原因疾患は関連がみられなかった。 
 介護サービスの利用状況について、介護サービスの自己負担額（57 人欠損）を四分位の 4段
階に区切りモデルに投入したところ有意な関連はみられなかった。また、自己負担額ゼロか 1
以上かの 2区分にしてモデルに投入したが、そのモデルでも有意な関連はみられなかった。一



方で、介護費用の出処が、要介護者（あるいは配偶者）の収入を充てている場合、就労無しと
関連がみられた。サービス利用全体の有無では関連がみられなかった。サービス種別では、訪
問系サービス利用有りが就労無しと、短期入所利用有りが就労無しと有意な関連がみられた。
そのほかの種別では関連がみられなかった。 
 地域の特性としては、市郡の規模（大都市、人口 15 万人以上の市、人口 5万人以上 15 万人
未満の市、人口 5万人未満の市、郡部）による関連はみられなかった。 
 これらの有意な関連がみられた項目を同時に多変量モデルに投入した（基本属性は投入済み）。
その結果、主家族介護者の性別（女性が就労無しの傾向）、要介護者の要介護度区分、主家族介
護者が世帯主であること（世帯主が就労有りの傾向）、が有意な関連をみせた。 
 一方で、ケース群の 38.8%が被用者保険・家族であり、コントロール群の 52.1%が被用者保険・
本人であったことから、主家族介護者が就労できているか否かは、世帯に主家族介護者以外の
主たる就労者がおり、世帯収入があることが影響している可能性が考えられた。また、非就業
者は就業者に比較して介護者となりやすいとする先行研究（岩本、2000）にあるように、もと
もと就業していなかった者が主家族介護者になっていることも考えられる。本研究で用いたデ
ータは国民生活基礎調査であり悉皆調査に近いデータであるが、研究の限界として横断的デー
タであり、因果関係を問えるデータではない。分析結果からみえた世帯収入と就労との関係に
ついては、「世帯収入がないから就労していないのか、就労していないから世帯収入がないのか」
というどちらの解釈も可能であり、今後縦断的な調査研究が必要であると考えられる。 
 
【まとめ】 
本研究の結果から、要介護者の要介護度および家族構成が主家族介護者の就労の有無に関連し
ていることが示唆された。 
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